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建設分野における特定技能制度の概要
令和８年度 技能実習法に係る東北地区地域協議会

〇 建設分野における「特定技能」の在留資格の取得及び就労の開始に必要な手続き

〇 建設分野における受入企業の基準及び受入計画の認定要件（上乗せ基準）
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建設分野における外国人材の受入れ状況

（単位︓人）
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2,571,0372,302,5872,048,6751,822,7251,727,2211,724,3281,658,8041,460,4631,278,6701,083,769907,896全産業
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〇 建設分野で活躍する外国人の数は約20万人で、全産業の約8％
〇 在留資格別では、技能実習生が約12万人、特定技能が約５万人
〇 2022年4月に、2号特定技能外国人が建設分野において初認定（2025年12月末時点 : 1,799人）

特定技能外国人の国別受入状況（2025年１２月末時点）

合計その他ネパールタイミャンマーカンボジア中国フィリピンインドネシアベトナム国名

51,122(1,553)809(7)264(5)503(2)1,018(6)1,723(4)2,766(168)5,649(14)6,678(40)31,712(1,553)人数

出典︓特定技能外国人は出入国在留管理庁の公表値、その他は「外国人雇用状況」の届出状況（厚生労働省）
特定技能外国人は年度末時点（2022年、2023、2024年は12月末時点）、その他は10月末時点の人数
特定技能外国人の（ ）内数値は2号特定技能外国人数



特定技能外国人受入計画申請認定について

●国土交通省における申請認定事務の開始
令和元年４月１日から国土交通本省を窓口に申請受付を開始

●東北地方整備局における申請認定事務の開始
令和２年４月１日から東北地方整備局に窓口を移し申請受付を開始
オンラインで申請を受付（国土交通本省ホームページ参照）

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000117.html

●令和7年度（R7.4.1~R8.3.31）における東北地方の
受入計画認定数
建設業認定企業数 ４８７社（全国１７,８１７社）
特定技能外国人数 ７５９人（全国２８,１４５人）

●建設分野の2号特定技能外国人に求める
実務経験について、令和４年3月に基準が
示され、岐阜県内で初認定。
2025年12月末現在1,799人

オンライン申請（外国人就労管理システム）
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https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000117.html


令和８年度 技能実習法に係る東北地区地域協議会
外国人建設技術者の受入れ・定着支援

調査計画の立案 地質調査
ボーリング調査 物理探査
現場の安全管理 品質管理
調査データ分析を元にした
設計・施工に対する助言

調査計画の立案 地質調査
ボーリング調査 物理探査
現場の安全管理 品質管理
調査データ分析を元にした
設計・施工に対する助言
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(人) 建設業における「技術・人文知識・国際業務」の在留者数推移

施工計画の立案
工程監理 原価管理
品質管理 安全管理
タブレットやスマホの専用アプ

リ等によるDX化が進みつつある

施工管理技術者

構造物調査
設計計画の立案
意匠設計 構造設計
設備設計 生産設計
BIMやCADを使用

測量調査 予算管理
機器調達 測量計画
製図 測量データ分析
近年ではドローンの活用も
行われている

設計技術者 測量技師 地質調査技士

〇外国人建設技術者については、主には在留資格「技術・人文知識・国際業務」で受け入れており、
専門知識を活かして施工管理や設計・測量等の業務で重要な役割を果たしている。

〇建設業における「技術・人文知識・国際業務」の在留者数は過去10年間で約8倍に増加しており、
今後も更に増加することが見込まれる。

建設技術者の主な職種と業務内容
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ハンドブック（PDF）のダウンロードはこちらから
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/tochi_fudousan_kensetsugyo_tk3_000001_00014.html

外国人技術者の採用・定着に向けたハンドブック

第１章 外国人建設技術者の受入れに向けて
1-1 外国人建設技術者を採用する意義・メリット
1-2 外国人建設技術者の採用・定着に向けたチェックリスト

第２章 外国人建設技術者の採用・定着に向けたステップ
2-1 STEP1 経営課題の抽出・整理
2-2 STEP2 採用計画・ターゲットの明確化
2-3 STEP3 採用準備・受入環境整備
2-4 STEP4 募集・選考
2-5 STEP5 雇用手続き
2-6 STEP6 活躍・定着に向けた取組

第３章 外国人建設技術者の受入れ・活躍事例
3-1 先行する中小建設企業における受入れ・活躍事例

第４章 参考情報
4-1 在留資格 4-2 インターンシップ
4-3 雇用契約 4-4 支援サービス
4-5 ハンドブック・好事例
4-6 主要国・主要大学等
4-7 職業紹介事業者等

中堅・中小建設企業の経営者・実務担当者向けに、外国人技術者の受入の準備や、採用・定着に向けたステップ、現在
日本で活躍している外国人技術者の受入事例などを紹介しています。
巻末には、行政手続き案内や支援サービスなどの参考情報を多数掲載しました。

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/tochi_fudousan_kensetsugyo_tk3_000001_00014.html


2025年度外国人材とつくる建設未来賞（大臣表彰）
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